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飯舘村の実施状況
　飯舘村は福島県知事の認定を受け、
通常地域として 13 集落が制度の対象
となり、事業の前提となる集落協定が
締結されました。これらの集落では、
協定に基づき共同取組活動として、水
路・農道等の維持管理、多面的機能増
進活動、耕作放棄地の防止活動などが
行われ、目標達成に要する経費として
交付金が交付されました。なお、この
交付金の財源は、国・県・村で分担し
ています。
１．実施期間
　平成 17 年度から平成 21 年度までの
５年間。
２．交付金の対象地域、農地
　関沢、小宮、八木沢・芦原、大倉、
佐須、飯樋町（久保曽）、前田・八和木、
上飯樋、比曽、長泥、蕨平、前田、二
枚橋・須萱地区の農振農用地域内にあ
る農地（田）で、傾斜地にある１㌶以
上のまとまりのあるものが対象となり
ます。集落単位で協定を締結していま
す。
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▲前田地区のマスタープラン

中山間地域等直接支払制度　実施状況中山間地域等直接支払制度　実施状況
３．交付単位（10㌃当たり）
　○地目：田
　　急傾斜（勾配…1/20 以上）　21,000 円
　　緩傾斜（勾配…1/100 以上 1/20 未満）
　　小区画・不整形　　　　　　 8,000 円
４．対象地域が行うこと
　 ①集落マスタープランの作成②耕作放棄を防止する活動③農
業用水路、農道等の管理活動④多面的機能を増進する活動⑤
将来に向けた農業生産活動の体制整備に向けた取り組み。
　　※ 下記のＡ要件のうち２つ、またはＢ要件のうち１つを実

施しなければならない。
［Ａ要件］
(1) 生産性・収益向上の取り組み
　 ①機械・農作業の共同化②高付加価値型農業の実践③地場産
農作物等の加工・販売
(2) 担い手の育成
　 ①新規就農者の確保②認定農業者の育成③担い手への農地集
積④担い手への農作業の委託
(3) 多面的機能の発揮
　 ①保健休養機能を活かした都市住民等との交流②自然生態系
の保全に関する学校教育等との連携③多面的機能の持続的発
揮に向けた非農家・他集落等との連携

［Ｂ要件］
　 (1) 集落を基礎とした営農組織の育成
　 (2) 担い手の集積化

▲マスタープラン策定ワークショップのようす

▲協議会員による先進事例研修

▲集落営農講演会のようす


